
資　　　     産 　　　    の 　　　    部 負   債　 及　 び　 純　 資　 産　 の　 部

科　　　　　           目 金       額 科　　　　　           目 金       額

　　    　　　  百万円 　　    　　　  百万円

　   　  

　    

  

 

 

 

 24 

 

 　  

  

　

　

　

　

 

 

　

　

　

　

　

 

 

　 合    　　　　　　  計 　 合    　　　　　　  計2,261,995 2,261,995 

雑 流 動 資 産 1,151 繰 越 利 益 剰 余 金 40,739 

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 1,358 純 資 産 合 計 362,034 

前 払 費 用 240 利 益 剰 余 金 40,739 

関 係 会 社 短 期 債 権 3,065 そ の 他 利 益 剰 余 金 40,739 

諸 未 収 入 金 6,110 資 本 準 備 金 10,000 

貯 蔵 品 6,285 そ の 他 資 本 剰 余 金 271,295 

現 金 及 び 預 金 23 資 本 金 40,000 

売 掛 金 123,904 資 本 剰 余 金 281,295 

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 3,735 

流 動 資 産 139,422 株 主 資 本 362,034 

前 払 年 金 費 用 11,696 雑 流 動 負 債 18 

繰 延 税 金 資 産 46,730 負 債 合 計 1,899,961 

関 係 会 社 長 期 投 資 570 関 係 会 社 短 期 債 務 223,611 

長 期 前 払 費 用 4,947 諸 前 受 金 72,140 

投 資 そ の 他 の 資 産 77,188 未 払 税 金 40,545 

長 期 投 資 16,978 預 り 金 1,396 

建 設 仮 勘 定 69,464 未 払 金 53,369 

除 却 仮 勘 定 1,014 未 払 費 用 33,916 

事 業 外 固 定 資 産 1,972 １ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債 38,595 

固 定 資 産 仮 勘 定 70,479 買 掛 金 66,779 

貸 付 設 備 422 雑 固 定 負 債 36,598 

附 帯 事 業 固 定 資 産 141 流 動 負 債 530,373 

配 電 設 備 820,579 退 職 給 付 引 当 金 77,191 

業 務 設 備 85,866 役 員 中 期 賞 与 引 当 金

送 電 設 備 606,865 リ ー ス 債 務 1,331 

変 電 設 備 458,923 関 係 会 社 長 期 債 務 448,543 

電 気 事 業 固 定 資 産 1,972,791 社 債 804,245 

内 燃 力 発 電 設 備 133 長 期 未 払 債 務 1,653 

　貸　　借 　 対 　 照 　 表

２０２１年３月３１日現在

固 定 資 産 2,122,573 固 定 負 債 1,369,587 



百万円 百万円 

773,528 841,647 

773,488 841,543 

23 170 

14,269 29,900 

203,894 64,146 

91,252 679,231 

65,618 1,289 

211,830 49,056 

29,612 17,661 

14 86 

94,429 

22 

4,449 

2,708 

268 

46,614 

8,479 

40 104 

12 41 

11 32 

16 31 

( 68,118)

11,586 1,939 

10,700 2 

10,700 2 

886 1,937 

76 79 

809 1,857 

785,115 843,586 

58,471 

58,471 

17,729 

25,365 

△ 7,636 

40,741 

法 人 税 等

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

当 期 経 常 利 益

雑 損 失 雑 収 益

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 損 固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息 受 取 利 息

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

財 務 費 用 財 務 収 益

営 業 利 益

海 外 エ ネ ル ギ ー 事 業 営 業 費 用 海 外 エ ネ ル ギ ー 事 業 営 業 収 益

心 線 貸 付 事 業 営 業 費 用 心 線 貸 付 事 業 営 業 収 益

無 線 鉄 塔 貸 付 事 業 営 業 費 用 無 線 鉄 塔 貸 付 事 業 営 業 収 益

事 業 税

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

再 エ ネ 特 措 法 納 付 金

使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分

賠 償 負 担 金 相 当 金

廃 炉 円 滑 化 負 担 金 相 当 金

電 源 開 発 促 進 税

貸 付 設 備 費 貸 付 設 備 収 益

一 般 管 理 費

配 電 費 再 エ ネ 特 措 法 交 付 金

販 売 費 電 気 事 業 雑 収 益

送 電 費 託 送 収 益

変 電 費 事 業 者 間 精 算 収 益

地 帯 間 購 入 電 力 料 地 帯 間 販 売 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料 他 社 販 売 電 力 料

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益

内 燃 力 発 電 費 電 力 料

損    益    計    算    書
２０２０年 ４ 月 １ 日から
２０２１年 ３ 月３１日まで

営 業 費 用 営 業 収 益

費          用           の           部 収          益           の           部

科　　　             目 金     額 科　　　             目 金     額



個   別   注   記   表 

２０２０年 ４ 月 １ 日から 

２０２１年 ３ 月３１日まで 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

関係会社株式及びその他有価証券は移動平均法による原価法によっている。 

(2) たな卸資産 

主として，総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は定率法，無形固定資産は定額法によっている。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，破産更生債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に充てるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については，給付算定式基準によってい

る。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3 年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

(3) 役員中期賞与引当金 

取締役（社外取締役を除く），取締役を兼務しない役付執行役員及び執行役員に対する業績連動中期賞与の支給に充てるため，当事業

年度末における支給見込額に基づき計上している。 

４ その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結納税制度の適用 

当社は，当事業年度から連結納税制度を適用している。 

(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は，「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第 8号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制

度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については，「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会

計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いにより，「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを適用せず，繰延税金資産及び繰延税金負債の額について，改正前

の税法の規定に基づいている。 

(3) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

（貸借対照表に関する注記） 

１ 担保資産及び担保付債務 

担保提供資産 

当社の全資産は，社債の一般担保に供している。 

上記に対応する債務 

社債                                                       837,714 百万円    

２ 有形固定資産の減価償却累計額                     4,876,958百万円 

３ 保証債務等 

借入金に対する保証債務 

従業員（住宅財形借入ほか）  26,847百万円 

４ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 3,352 百万円 

長期金銭債務 1,252,788百万円 

短期金銭債務 258,546百万円 

５ 損益計算書に記載されている附帯事業に係る固定資産の金額 

心線貸付事業 

専用固定資産 23 百万円 

他事業との共用固定資産の配賦額 25 百万円 

合計額 49 百万円 

 

 

 



 

無線鉄塔貸付事業 

専用固定資産 117百万円 

他事業との共用固定資産の配賦額 6 百万円 

合計額 124百万円 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は，地役権償却額，退職給付引当金，減価償却費損金算入限度超過額であり，回収可能性が認められないも

のは評価性引当額を控除している。 

繰延税金負債の発生の主な原因は，前払年金費用である。 

（関連当事者との取引に関する注記） 

親会社 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

当事業年度 

末残高 

(百万円) 

親会社 中部電力㈱ 
（被所有） 

直接 100.0% 

社債発行 

資金借入 

運転資金融通 

役員の兼任等 

社債の発行(注 1) 980,641 

社債 804,245 

1 年以内期限到来の

固定負債 
33,469 

社債利息の支払(注 1) 4,952 関係会社短期債務 830 

長期資金の借入(注 2) 554,786 
関係会社長期債務 448,543 

関係会社短期債務 70,495 

短期資金の借入(注 2) 267,152 関係会社短期債務 111,535 

借入利息の支払(注 2) 5,727 関係会社短期債務 1,206 

運転資金の預入(注 3) 1,348 － － 

運転資金の借入(注 3) 30,771 関係会社短期債務 10,691 

連結納税による個別

帰属額 
23,170 関係会社短期債務 23,170 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1) 中部電力株式会社に対してＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行したものであり，同社が発行した社債等と同様の条件で利率を決定

している。 

(注 2) 中部電力株式会社に対しＩＣＬ（Inter Company Loan）により借入れたものであり，同社の借入金等と同様の条件で利率を決定して

いる。 

(注 3) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。また，取引金額は，期中の平均残高を記載している。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産  19,155円 16 銭 

１株当たり当期純利益  2,155円 62銭 

  


